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○母体保護法（昭和 23年法律第 156 号）（抄）

第三章 母性保護 

（医師の認定による人工妊娠中絶） 

第十四条 都道府県の区域を単位として設立された公益社団法人た

る医師会の指定する医師（以下「指定医師」という。）は、次の

各号の一に該当する者に対して、本人及び配偶者の同意を得て、

人工妊娠中絶を行うことができる。 

一 妊娠の継続又は分娩が身体的又は経済的理由により母体の健

康を著しく害するおそれのあるもの 

二 暴行若しくは脅迫によつて又は抵抗若しくは拒絶することが

できない間に姦淫されて妊娠したもの 

２ 前項の同意は、配偶者が知れないとき若しくはその意思を表示

することができないとき又は妊娠後に配偶者がなくなつたときに

は本人の同意だけで足りる。 

○刑法（明治 40年法律第 45 号）（抄）

（正当行為） 

第三十五条 法令又は正当な業務による行為は、罰しない。 

（緊急避難） 

第三十七条 自己又は他人の生命、身体、自由又は財産に対する現

在の危難を避けるため、やむを得ずにした行為は、これによって

生じた害が避けようとした害の程度を超えなかった場合に限り、

罰しない。ただし、その程度を超えた行為は、情状により、その

刑を減軽し、又は免除することができる。 

２ 前項の規定は、業務上特別の義務がある者には、適用しない。 

（堕胎） 

第二百十二条 妊娠中の女子が薬物を用い、又はその他の方法によ

り、堕胎したときは、一年以下の懲役に処する。 
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○母体保護法の施行について（平成８年９月 25日厚生省発児第 122

号厚生事務次官通知）（抄）

第１ 不妊手術について 

２ 不妊手術 

（３）法第３条第３項の「配偶者が知れないとき」とは、民法上不在

者として取り扱われる等配偶者の所在が知れないことが法的手

続により確認されているときだけでなく、事実上所在不明の場

合も含むものであること。 

（４）法第３条第３項の「その意思を表示することができないとき」

とは、禁治産の宣告等意思能力のないことが法的手続により確

認されているときだけでなく、事実上その意思を表示すること

ができない場合も含むものであること。しかしながら遠隔地へ

出稼しているときのように配偶者の所在が判明しており、何ら

かの方法でその意思を表示することが可能である場合は、これ

に当たらないものであること。 

第２ 人工妊娠中絶について 

３ 人工妊娠中絶の対象 

（３）法第１４条第２項の「配偶者が知れないとき」及び「その意思

を表示することができないとき」とは、前記第１の２の（３）及

び（４）と同様に解されたいこと。 
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